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問題の所在

♦ ２１世紀の今日、アングロサクソン諸国だけではなく、多くの国で
格差の拡大が社会問題となっている

 トマ・ピケティ の「富の集中」に対する警鐘

 世界銀行による「包括的な成長」の提言

♦ 日本でも2000年代以降、「格差社会・日本」という認識が社会に浸透
しつつある

 だが、メディアの報道は短期志向かつアネクドータル

 政府統計でも調査方法や所得概念によって格差の水準やトレン
ドに大きな違い

 少子高齢化、金融危機、構造改革、長期不況などの同時進行に
より、要因の識別が困難

 「格差社会」とは単に「格差の大きい社会」なのか、それともアメ
リカ型の「革新のためには格差を容認する社会」なのか
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本報告の目的と方法

 長期的かつ国際比較が可能な統計を用いて、比較経済史の視座か
ら日本の経済格差の現状を把握し、論点を整理する

 高度成長期に形作られた日本型「平等社会」の特徴を理解すること
で、低成長期における「格差拡大」の本質と理由が明確になる

 本分析では、(1)市場所得（課税・公的移転前の所得）と可処分所得、
(2)上位所得と下位所得、(3)世帯所得と個人所得、を区別する

• 市場所得は人びとの稼得能力・人的資本を表し、再分配後の
可処分所得は人びとの生活水準・厚生を表す

• ジニ係数ではみえない富裕層と貧困層の動向

• 「世帯所得の平等」は「個人所得の平等」ではない点に留意

 不平等の指標には、（１）ジニ係数、（２）上位所得占有率、（３）相対
的貧困率、を用いる。



4

本分析の構成

♦ 所得の不平等の世界的トレンド

♦ 日本型「平等社会」の歴史的起源

• 戦前の「格差社会」から高度成長期の「一億総中流社会」へ

• 日本型平等主義の特質とその前提

♦ 低成長期（1990-2010）の所得格差の動向

• 人口構造（少子高齢化）、世帯構造（小規模化）、長期不況

• 富裕層の富裕化なき「低所得層の貧困化」

• 正規・非正規間格差と男女間格差

♦ 日本型「格差社会」の問題と展望

• 日本型平等主義の機能不全と革新力の低迷

• 世帯から個人へ、同質性から多様性へ

• 格差の世代間連鎖への対応
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不平等の世界的トレンド
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ピケティの革新性

♦ 富裕層に初めて実証分析の光

♦ 長期的かつ国際比較可能な不平等指標を提案し、歴史統計を用い
て推計

♦ 上位1%所得シェア＝上位1%高額所得者の所得／総個人所得

• 上位所得の推計に税務統計を利用（全数調査）

• 総個人所得は国民所得計算から算出

• 課税・公的移転前の市場所得

♦ World Wealth & Income Database
• 各国の経済学者が推計した３０ヵ国以上の上位所得シェアを

公開 (Piketty 2001; Piketty and Saez 2003; Atkinson 2005; 
Moriguchi and Saez 2008; Kim and Kim 2015 他多数)
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アングロサクソン諸国における上位１％シェア

Source: World Wealth and Income Database.
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新興国における上位１％所得シェア

Source: World Wealth and Income Database.
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ピケティの主要な論点

♦ アメリカ主導で世界的に所得と富の集中が進行している

• ２０世紀半ばの平等化は必然ではなく、二つの大戦と世界恐慌

という「歴史的アクシデント」

• 21世紀にはスーパー・リッチが復権

• その原動力は富の蓄積による資本所得の拡大 （ “r >g” ）

♦ 成長を阻害する「過度な富の集中」を防ぐには、政府の介入が必要

• 富の集中は権力の集中を伴う

• 新興国では累進課税制度の確立さえ困難

• グローバル資本課税を提唱

♦ ピケティのいう「富裕層の富裕化」は日本でも起こっているのか？
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「日本型平等社会」の歴史的起源
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「格差社会」から「平等社会」へ

♦ 戦前の経済成長は、大地主・大株主経営者・財閥系大企業重役への
著しい富の集中をもたらす一方、都市と農村には絶対的貧困の存在。

♦ しかし、戦時統制とインフレによって富裕層の資本所得が激減。さらに、
戦争による一時的な所得の平準化が、占領期（1947-52）の民主改革に
よって半永久化（Moriguchi & Saez 2008）

• 財閥解体・土地改革・財産税による大規模な富の再分配

• 高度に累進的な所得税・相続税を制度化

• 労働組合法による労使関係の平等化

♦ 欧米へのキャッチアップを目標に、製造業大企業は日本型人事管理制
度によるボトムアップの生産性向上を追求、高度成長期の「格差なき成
長」の原動力となる（森口2014）。

♦ 労働不足による人口移動で地域間格差が縮小。中小企業・非輸出産業
に対する保護政策により規模間・産業間格差も縮小。貧困が急減する
が、富の集中は起こらず中間層が拡大、「一億総中流社会」の成立。
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日米における１人当たり実質GDP、 1870-2010年
（2010年USドル換算、対数表示）
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日本における上位1%所得シェア、 1900-2010年

Sources: Moriguchi and Saez (2008).
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日米における上位1%、0.1%所得シェア、1900-2012年
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日米における男性平均寿命の推移、1900-2000年



絶対的および相対的貧困率の推移、1954-1993年

Source: 和田・木村（1998）、 １９６０年時点の生活保護基準（一般世帯消費水準の４割）を貧困線に設定。
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「日本型平等社会」の特質

♦ 日本型平等社会は個人ではなく、世帯を単位とする平等

 皆婚社会における男性正社員と専業主婦の夫婦を「標準世帯」とし、
世帯内の性別役割分業を前提とする（製造業大企業の人事制度を雛
形としたため女性は初めから長期雇用の対象外）

 親族の扶養義務による私的扶助を基礎とし、同居する非稼得者
（配偶者・子ども・老親）に対する平等な所得配分を前提とする

♦ 「北欧型」福祉国家とは対照的に、政府による再分配前の市場所得にお
ける平等であり、世帯主の人的資本の均質性と安定雇用によって実現
するもの（大沢 2007, Estevez-Abe 2008）

 日本は「低」福祉国家であり、政府の再分配政策は社会保険（年
金・医療保険）が中心で、公的扶助（貧困者の救済）は限定的。
その結果、「日本型」社会保障制度は世代間の再分配機能が大きく、
セーフティネットの機能が弱い（小塩2012）
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低成長期の格差の動向
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１９９０年以降の社会経済環境

♦ 人口動態・社会構造・経済環境の３局面の変化が同時進行、さらに
これらに対応して制度改革も進行、相互作用による内生性も大

♦ 人口構造

 高齢化と少子化の急激な進展

♦ 社会構造

 高学歴化、女性の社会進出

 家族の多様化、未婚・晩婚・離婚の増加

 世帯規模の減少

• 三世代同居の減少による高齢者世帯の急増

♦ 経済環境

 金融危機（バブル崩壊、アジア貨幣危機、リーマンショック）

 東アジア諸国の産業化による国際競争の激化

 低成長の長期化
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年齢別未婚率の推移、1950−2010年

2015年の50歳時点未婚率＝男性23.4％、女性14.1％
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高齢者世帯の世帯構造別世帯数の推移、1986−2015年

「高齢者世帯」とは高齢者のみ、またはそれに未成年が加わった世帯 （単位は千世帯）。
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OECD諸国におけるジニ係数, 1995-2010年
（税・移転前の等価市場所得）

Source: OECD.Stat
「等価所得」＝世帯所得／世帯人数の平方根。世帯内の規模の経済を考慮し、世帯内の平等な分配を仮定した １
人当り所得のこと。
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OECD諸国におけるジニ係数, 1995-2010年
（税・移転後の等価可処分所得）

Source: OECD.Stat
「等価所得」＝世帯所得／世帯人数の平方根。世帯内の規模の経済を考慮し、世帯内の平等な分配を仮定した １
人当り所得のこと。
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年齢層別のジニ係数の推移, 1985-2012年

Source: OECD.Stat, 国民生活基礎調査による推計
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上位所得シェアの動向
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上位所得層および上位資産層のシェア

♦ 日本においては高度成長期、安定成長期、低成長期を通じて上位所得
シェアは低位で安定、「富裕層の富裕化」は起こっていない

• 1990年代半ばからの緩やかな上昇は上位所得の増大というよりは、
中低位所得の減少を反映したもの

• 役員報酬もそれほど上昇していない

 資産でみる上位１％富裕層のシェア（top 1% wealth share）はバブル期

に上昇したが、その後は安定的に推移。その一方で、金融資産を持たな
いゼロ資産層は全世帯の５％から１１％へと倍増

 国際的にみても日本は富の集中度が低く、さらに、高額所得者層と高額
資産家層の重なりが少ない

 上位所得層のモビリティの推計によると、上位0.1％所得層は、資産（主
に土地）価格の高騰した年に1年後残存率が大きく低下。高額の譲渡所
得の発生により、単年のみ上位層に入る個人が多いためと推測される
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日米における上位1％、0.1%所得シェア、1960-2012年

Sources: Piketty and Saez (2003) and Moriguchi and Saez (2008), updated.
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Sources: 東京商工リサーチ(2016), AFL-CIO PayWatch (2015).

日米の役員報酬額上位10名の比較、2015年 （億円）
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Sources: 東京商工リサーチ(2016), AFL-CIO PayWatch (2015). 日本企業の上位10名のうち６名は外国籍。

日米の役員報酬額上位10名の比較、2015年 （億円）



3030Source: Kitao & Yamada (2019) 全国消費実態調査個票を用いた推計、等価金融資産（土地等を含まない）。

日本における資産格差、1984−2014年
（等価金融資産）
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Source: Balestra & Tonkin (2018), OECD Wealth Distribution Database、 世帯当たり純資産（実物＋金融）。

OECD諸国における資産格差

上位１０％資産シェア （白棒）

上位２０％資産層に含まれる上位２０％所得層の割合
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相対的貧困率の動向
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日本における貧困率の動向

♦ 絶対的貧困率は高度成長期に急速に低下、1980年代には低位で
安定していたが（和田・木村 1998）、1990年代半ばから上昇傾向

♦ 相対的貧困率（等価所得の中央値の50％未満の世帯に属する人の割合）
も高度成長期に低下したが、1980年代後半から上昇傾向

• ただし、相対的貧困率の水準については、厚労省『国民生活基
礎調査』と総務省『全国消費実態調査』の間で大きな乖離があり、
論争が続いている (内閣府・総務省・厚労省 2015）

♦ 生活保護受給率も貧困の指標とされることが多いが、戦後の長期的
減少傾向から一転して、1990年代半ば以降に急上昇

♦ 相対的貧困率の上昇（「６人に１人は貧困」）と生活保護受給者の増
加（「戦後最多」）は、メディアでも大きく取り上げられ、日本における
格差拡大の象徴的なエビデンスとされるが、慎重な検討が必要
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相対的貧困率の上昇とその要因

♦ 日本の相対的貧困率の水準については、統計によって５％ポイントも異
なり（6人または10人に1人が貧困）、国際比較には留意が必要

♦ 重要なのは水準ではなくトレンド、相対的貧困率が上昇しているだけで
はなく、1990年代半ば以降は絶対的貧困率も上昇している点で深刻

♦ 貧困率上昇の要因

• 高齢単独世帯（特に女性）の増加が貧困率上昇の大きな要因

• 世帯数は少ないが、母子世帯の貧困率も非常に高い

• 同時に、男女ともほぼ全年齢層において貧困率が上昇。なかでも
若年層（20-24歳）の貧困率が2000年代に顕著に上昇

• 雇用形態別では、非正規世帯が貧困世帯に占める割合が大きい
（石井・樋口 2015）

• 国際的にみると、日本は再分配による貧困率削減効果が小さく、
しかも、その効果は年金による年齢層間の移転で高齢者に集中し
ている（阿部 2011）
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OECD諸国の相対的貧困率、1980-2012年
（等価市場所得）

Source: OECD Statistics 日本の数値は国民生活基礎調査のもの。
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OECD諸国の相対的貧困率、1980-2012年
（等価可処分所得）

Source: OECD Statistics 日本の数値は国民生活基礎調査のもの。



統計別・相対的貧困率と貧困線の推移、1984-2014年
（等価可処分所得）

貧困線とは等価可処分所得の中央値の50％の所得額。



38

男女別・年齢層別の相対的貧困率、2012年
（等価可処分所得）

Source: 阿部彩（2015）、国民生活基礎調査個票データを用いた分析。



39

世帯種類別の相対的貧困率、2010年
（等価可処分所得）

Source: 阿部彩（2011）、国民生活基礎調査個票データを用いた分析。
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再分配による相対的貧困率の変化、2010年
（等価市場所得 vs 等価可処分所得）

Source: 阿部彩（2011）、国民生活基礎調査個票データを用いた分析。
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生活保護受給率の動向

♦ 生活保護世帯の保護基準は一般勤労世帯の消費水準の６割未満に設
定されており、理論的には保護受給率は相対的貧困率に近い概念

• しかし、受給に先立って「自助努力」と「親族による扶養」が優先され、
就労能力や親族の有無についての審査がある

• さらに、審査基準は時々の行政の「運営指針」に大きく依存

♦ 保護受給者数は1996年から上昇に転じ、2011年には200万人を突破し
て戦後最多を更新、それでも受給率は1.6%に過ぎない

• 日本の受給率は国際的にも低水準（橘木・浦川 2006；戸室 2016）
• 受給世帯内訳：高齢者世帯45%、傷病者・障害者世帯30%、

母子世帯7%、その他世帯18%

♦ 保護受給率の上昇要因 （四方・田中 2011; 周・鈴木 2012）
• 景気変動・高齢化・審査基準の緩和の複合作用

• 「貧困者の高齢化」と「高齢者の単身化と貧困化」が進行

• リーマンショック直後の基準緩和により、それまで受給が困難だった
就労可能層も保護対象となり、その他世帯も急増
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生活保護受給者数と受給率の推移、1952-2014年

Source: 国立社会保障・人口問題研究所データベース。
生活保護受給率は人口に占める保護受給者の割合。
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生活保護世帯の内訳、1965-2013年

Source: 国立社会保障・人口問題研究所データベース。
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非正規雇用の動向と格差
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非正規雇用の増加とその要因

♦ 1992年までは年々正規・非正規の双方が純増していたが、1998年以降
は年々正規が減少し、非正規が増加

• ただし、非正規の増加分の７割は女性労働者

• 自営業の家族従業員から非正規労働者への転換も多い

• 女性非正規は世帯内の付加的稼得者が多く、その増加は世帯間の
所得格差を縮小する傾向（石井・樋口2015）

• 男性については高齢人口の増加が非正規増加の大きな要因

• 「非正規の拡大＝格差の拡大」ではない点に留意

♦ 同時に、男女とも全年齢層で非正規割合が上昇。若年男性の非正規雇
用の増加により、正規・非正規間格差が初めて社会問題化

• 非正規雇用者は所得・社会保険加入率・教育訓練機会・雇用保障
において正規雇用者と大きな格差

• 「不本意」非正規の割合は非正規全体の２割、男性比率の高い派
遣・契約社員では５割

• 国際的にみても、日本は非正規比率の男女差が非常に大きく、男
女間の賃金格差の最大の要因（大沢1993）
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正規・非正規別の雇用者数の年次変化、1985-2016年 （万
人）

Source: 労働力調査



47Source: 労働力調査

正規・非正規別の雇用者数の年次変化、1985-2016年 （万
人）



年齢層別雇用形態の推移（男性）、1990-2015
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年齢層別雇用形態の推移（女性）、1990-2015
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自営業者と非正規労働者の推移、1987-2012年

Source: 就業構造基本調査
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雇用形態別の福利厚生制度の適用率、2010年
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「終身雇用制度の崩壊」か

♦ 1990年代以降の不況による人員整理や非正規雇用の増加は、「日本的
雇用慣行の崩壊」を意味するのか

♦ 低成長期の長期雇用慣行の実証分析（加藤・神林 2016）
• 企業と労働者の属性と失業率をコントロールすると、勤続年数５年

以上の男性正社員については、残存率・解職率に変化なし

• 勤続年数５年未満の男性正社員（若年労働者と中途採用者）につ
いては、残存率が大きく低下

• 女性正社員についてはバブル期に雇用の長期化が進んだが、バブ
ル崩壊後は勤続年数にかかわらず顕著な雇用の短期化

• すなわち、企業はコアの男性正社員については長期雇用慣行を堅
持する一方で、短期勤続者と女性については適用範囲外とした

♦ 非正規労働者の採用・解雇は、同一企業の正規労働者の雇用を守るバ
ッファーの役割（Yokoyama et al. 2016）
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男女別の有期雇用比率の国際比較、2005年

Source: OECD Statistics. 25-54歳の労働者のうち有期雇用契約の下で働く者の割合。
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男女別の労働時間分布の国際比較、2005年

Source: OECD Family Database.
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日本は「格差社会」になったのか

♦ 日本は高度成長期を経て、「一億総中流」といわれる平等社会を実現し
た。その特徴は、世帯を単位とした再分配前の所得における平等であり、
(1)男性正社員への人的資本投資と雇用保障、(2)世帯内の性別役割分
業、および(3)親族の扶養義務に基づく私的扶助、を前提としていた。

♦ 1980年代から日本でも格差の拡大がみられるが、世界的なトレンドとは
異なり、「富裕層の富裕化」は観察されない。

♦ 日本の真の問題は1995年以降の「低所得層の貧困化」にあり、中低所

得層の絶対水準における所得の低落、およびゼロ資産世帯の増大は憂
慮すべき事態。日本型社会保障制度は生活困窮者に対する公的扶助
が極めて限定的であるため、貧困化は社会不安に直結する。

♦ ただし、現在の相対的貧困率が国際的にみても歴史的にみても高い水
準にあるという理解は正しくない。むしろ、OECDの報告やリーマンショッ
ク後のホームレスの急増により、貧困に対する社会的関心が高まり、
「貧困の再発見」がおこったというべき。



56

日本は「格差社会」になったのか（２）

♦ 「低所得層の貧困化」の理由は、(1)少子高齢化に伴う単身高齢者の増

大と私的扶助の限界、⑵長期不況による「男性正社員モデル」の適用範
囲の縮小と非正規雇用の増大、が大きい。

♦ すなわち、日本における格差拡大は、これまでのシステムで対応できる
「インサイダー」とその外にはみ出した「アウトサイダー」との格差が、後
者の増加によって拡大した結果とみることができる。

♦ 換言すれば、日本の社会経済システムが変化してアメリカ型の「格差を
容認する社会」になったのではなく、既存のシステムを維持しつつ、それ
では対応が困難なケースが増えた結果、なし崩し的に「格差の広がった
社会」になったといえる。

♦ 正規・非正規および男女間の格差は高度成長期から存在するが、非正
規雇用が女性・学生に限定され、男性正社員の扶養者である限り、これ
らの格差は問題とされなかった。つまり、非婚化や女性の社会進出等に
伴う世帯構造の多様化が「平等社会」に内在していた格差を顕在化させ
たに過ぎない。
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21世紀における日本の課題

♦ 日本の直面する問題は、（富裕層の富裕化ではなく）「低所得層の貧困
化」と「革新力の低迷」にある。

♦ 貧困化への対応は焦眉の課題。現在の社会保障制度は、標準世帯と
私的扶助を前提として、世帯主に社会保険を与える制度であるため、貧
困対策としては機能不全に陥っている

• 家族による私的扶助に頼るのはアナクロニズム

• 再分配の効果は高齢層に集中、かつ逆進性も強い

• 成長の源泉は子どもと若年層の人的資本形成

• 世帯ではなく個人単位のセーフティネットが必要

♦ 日本型平等社会は人的資本の同質性に価値を置き、平等志向が強い。
高い同質性と平等主義は社会の安定と協調をもたらす一方で、創造や
革新へのインセンティブを与えない。

• 労働市場のグローバル化に伴い、才能の海外流出は加速

• 男性正社員モデルを脱し、女性や外国人など多様な人材の活用に
よる革新力の向上
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これからの研究課題

♦ 日本における移民の増加に伴う「人種格差」の問題

 重要な問題だがデータがない

 日本語を母語としない子どもの教育格差は深刻

 ブレイディみかこ 『ぼくはイエローでホワイトでちょっとブルー』

♦ 格差の「世代間連鎖」の問題

 貧困の世代間連鎖が指摘されるがデータが少ない

 連鎖のメカニズムとして、親の社会経済階層が子どもの健康や教育
に与える影響についての研究が進展している

 マイケル・マーモット 『健康格差』： どのような豊かな社会においても

社会経済階層による健康格差が存在し、母親の教育水準によって乳
児の死亡率が異なる。健康格差を是正するのは社会の責任である。

 松岡亮二 『教育格差』 : 現代の日本は親の学歴や生まれた地域に

よって子の学歴が異なる「緩やかな身分社会」である。教育制度をデ
ザインする際には「公平」と「効率」は相反することを自覚する必要が
ある。
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